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要 旨 
通常、山岳トンネルにおける覆工コンクリートの構造検討は、トンネル横断方向断面の単位奥行き

モデルで実施する。この場合、覆工巻厚はトンネル縦・横断方向とも一定として検討する。しかし、

補助工法として長尺鋼管フォアパイリング等を施工する場合には、鋼管打設基地を設けるために覆工

コンクリートは縦断方向に巻厚が変化することが多い。この場合、覆工は縦断的に変断面となるため、

応力集中、耐久性低下等が懸念されるが、覆工厚差の影響検討をした例は見られないようである。 
そこで、覆工コンクリート巻厚の縦断方向の変化がその応力に及ぼす影響を、線形弾性の 3次元有
限要素解析を実施することにより検討した。解析は覆工コンクリートをシェル要素、周辺地山をバネ

要素でモデル化したものと、覆工コンクリート、地山ともソリッド要素でモデル化したものの 2種類
実施した。その結果、覆工コンクリートの断面変化がその応力状態にわずかではあるが影響を及ぼす

ことがわかった。 
 
１． はじめに 
通常、覆工コンクリートの構造検討を実施する場合、

トンネル横断方向断面で実施する。その際、覆工コンク

リートの巻厚はトンネル縦断方向、横断方向とも一定と

仮定し、覆工コンクリートに作用する荷重もトンネル縦

断方向に変化しないものと仮定する。 

しかし、近年の実施工においては、地山条件の悪い場

合や坑口等に、補助工法として AGF工法やトレヴィチュ
ーブ工法等の長尺鋼管フォアパイリングを施工する機会

が多く、そのほとんどの場合、鋼管打設基地を設けるた

めの断面拡幅が必要となる（図－１参照）。よって覆工コ

ンクリートの巻厚は縦断方向に変化する。すなわち、覆

工コンクリートの単一構造体の中に、標準巻厚部分とそ

れより厚い巻厚部分が存在することになる。 

そこで、覆工コンクリートの縦断方向の巻厚変化が、

その応力に与える影響を把握することを目的として、3
次元有限要素解析を実施した。 

 

図－１ 断面拡幅概要図 

２． 解析概要 

今回の解析においては、覆工コンクリートの縦断方向

の巻厚変化を考慮した 3 次元有限要素解析を実施した。
通常、覆工コンクリートの構造解析においては、その簡

易性から通常の設計に多用される骨組み解析と、変形挙

動等の詳細な検討に有効な有限要素解析が代表的である

が、それらには荷重のモデル化に大きな相違がある。そ

こで、2 種類の解析方法の結果を比較し、同様の結果が
得られるかどうかを確認するという目的で 2 種類の解析
を実施した。 

以下にその解析ケース、解析モデルを示す。 

２．１ 解析ケース 

解析ケースとして、図－２に示すような覆工コンクリ

ートの縦断方向巻厚を変化させた 3 ケースを実施した。
なお、各ケースとも解析モデルのトンネル縦断方向長さ

は、覆工コンクリートの標準的な 1 打設長である 10.5m
の構造体と考えた。 

ケース 1 は、2 車線道路トンネルの標準的な覆工コン
クリート厚さの 0.3mで一定と想定した場合である。 
ケース 2は、長尺鋼管フォアパイリングを施工した場
合に、鋼管打設基地を設けるための断面拡幅を想定した

場合である。縦断方向の覆工コンクリート巻厚は変化し、

最大巻厚は 0.75mであり、特に 0.75mから、0.3mに覆工
巻厚が急変する部分がある。 

ケース 3は、長尺鋼管フォアパイリングを施工した場
合の断面拡幅がある条件で、3.0mにわたるすりつけコン
クリートの施工を想定した場合である。よって、最大巻

厚は 0.6mとなり、ケース 2と比較して断面変化がなだら
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かになる。ここで、すりつけコンクリートとは、長尺鋼

管フォアパイリング等を施工した後、覆工コンクリート

の急激な断面変化を回避するために、吹付けコンクリー

トを断面拡幅部に施工するものである。この、すりつけ

コンクリート施工による利点としては、上記の他にも、

隅角部の防水シートの施工を容易にすること、天端部へ

の覆工コンクリートの充填を確実にすること等がある。 

 
図－３ 解析モデル（NASTRAN） 

２．２ 解析条件 

２．１で示した解析ケースにおい

て、各々2種類の 3次元線形弾性の有
限要素解析を実施した。解析条件を

以下に示す。 

２．２．１ 「NASTRAN」を用いた
解析の条件 

覆工コンクリートを線形弾性のシ

ェル要素、トンネル周辺地山は線形

バネ要素でモデル化した。プログラ

ムは日本エムエスシー㈱製の

MSC/NASTRAN を用いた。モデル図
を図－３に示す。なお、トンネル半

径を 5.0mとして、インバートコンク
リートもモデル化し、全断面閉合し

た形状を想定した。 

物性値として、覆工コンクリート

の弾性係数は 22,000MPa とし、周辺
地山の弾性係数は 150MPaとした。な
お、地山物性値は、日本道路公団が

施工実績を基に提案する1)DⅡ相当地
山の値を採用した。 

また、荷重として、土被り高さ約

5.0m に相当する 98kN/m2の鉛直等分

布荷重を作用させた。なお、バネ要素については、圧縮

力のみが作用する平衡状態にした。 

２．２．２ 「3 D－σ」を用いた解析の条件 
覆工コンクリート、トンネル周辺地山ともにソリッド

要素でモデル化した。解析モデルを図－４に示す。この

場合も、トンネル半径は 5.0mとし、インバートコンクリ
ートもモデル化した。 

 

図－４ 解析モデル（3 D－σ） 
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L=10.5m 

図－２ 解析ケース 
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解析に用いた物性値を表－１に示す。なお、この場合

も周辺地山は DⅡ相当地山の物性値を採用した。荷重は
掘削相当外力を作用させた。 

 
３． 解析結果 

３．１ 解析結果（NASTRAN） 
NASTRAN により解析した覆工コ
ンクリート応力を図－５、６に示す。 

図－５に覆工コンクリート内空側

に発生するトンネル横断方向応力分

布図を示す。この図より、ケース 1
においては、全圧縮状態であるのに対

し、ケース 2、3においては覆工厚が
厚い箇所の天端部において引張応力

が発生しており、覆工断面変化の影響

が見られる。また、すりつけコンクリ

ートを施工しないケース 2 の方が引
張応力の発生する領域が大きくなっ

ていることから、すりつけコンクリー

トを施工した方が覆工コンクリート

応力に対する影響は少ないことがわ

かる。 

なお、ここでは図示していないが、

地山側の横断方向応力はいずれのケ

ースにおいても全圧縮状態となって

いる。 

図－６に覆工コンクリート地山側

に発生するトンネル縦断方向応力分

布を示す。覆工内空側横断方向応力と

同様、ケース 1は全圧縮状態であるの
に対し、覆工厚差の変化するケース 2、
3においては、覆工厚差が最大となる
箇所の天端付近に引張応力の発生す

る領域があり、また下半足元付近にも

引張応力の発生する領域がみられる。

この場合も、すりつけコンクリートを

施工しないケース２の、覆工巻厚が

0.75m から 0.3m へと急変する部分に
おいて、発生する引張応力の絶対値、

発生領域とも大きくなっていること

がわかる。 

今回の解析では、作用荷重を等分布

と仮定したため、定性的な評価にとど

めるが、覆工厚の変化が覆工コンクリ

ートの応力に影響を及ぼすことが確

認できた。 

 

表－１ 解析に用いた物性値（3 D－σ） 
 弾性係数 

(MPa) 
粘着力 

(MPa) 
内部摩擦角

（°） 

覆工コンクリート 22,000 1.8 45 
周辺地山 150 0.2 30 

 

図－５ 解析結果（NASTRAN）
(覆工内空側、横断方向応力分布)

図－６ 解析結果（NASTRAN）
(覆工地山側、縦断方向応力分布)
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３．２ 解析結果（3 D－σ） 
3 D－σにより解析した覆工コンクリート応力の結果
について考察する。図－７に、覆工コンクリート地山側

の最大主応力分布図を示す。 

どのケースにおいても SL（spring line）より下部に引張
側の最大主応力が発生しており（図中 B 部）、ケース 1
においては、覆工断面が一定のため、その領域が縦断方

向に一様となっているものと考えられる。しかし、断面

拡幅のあるケース 2、3においては、特に覆工厚が大きい
部分において、引張応力の生じる領域が、ケース 1 と比
較すると上部にまで達している。また、特にすりつけコ 

図－７ 解析結果（3 D－σ） 
(覆工地山側、最大主応力分布) 

 

ンクリートを施工しないケース 2 においては、覆工厚が
0.75mから 0.3mへと急変する部分において、肩部あたり
までその領域が広がっていることがわかる（図中 A部）。 
その引張応力の値は SL より下部に発生する引張応力
と比較して一桁ほど小さな値であるので有意ではないと

考えられるが、断面拡幅による覆工厚の変化が覆工コン

クリート応力に影響を及ぼすことは確認できた。 

引張応力の発生する部分での最大主応力方向は、SLよ
り下部の引張応力領域では、いずれもトンネル横断方向

である。しかし、ケース 2において発生する SLより上部
の引張領域内での最大主応力方向はおおむねトンネル縦

断方向となっている。 

３．３ 解析結果（NASTRANと 3 D－σの比較） 
以上のように、2 種類の方法で解析を実施した。モデ
ル化、荷重条件の相違はあるが、この 2 つの解析による
結果を比較する。いずれの方法においても覆工コンクリ

ートの応力の集中は、覆工コンクリートの断面変化が最

も大きいケース 2 において顕著になり、発生箇所は若干
異なるものの、覆工厚の急変箇所で引張応力として発生

する。また、いずれの解析方法においても、すりつけコ

ンクリートの施工が覆工コンクリートの応力集中を緩和

しているという結果を示している。これらのことから、

今回実施した 2 種類の解析より、定性的には同様の結果
を得ることができたといえる。 
 

４． おわりに 

本報告では、長尺鋼管フォアパイリング施工時に行わ

れてきた断面拡幅が、覆工コンクリート応力に与える影

響を把握するため実施した 2種類の 3次元有限要素解析
について考察した。この 2 種類の解析の結果、覆工コン
クリートの断面変化がその応力状態に、わずかながら影

響を及ぼす結果を得た。その傾向は、特に急激な断面変

化がある覆工コンクリート構造体において顕著であった。

すなわち、本解析の結果からは、断面拡幅をする際には、

すりつけコンクリートを施工した方が、覆工コンクリー

トの応力集中を緩和できるので、構造面では有利である

と考えられる。 

また、断面拡幅することなく長尺鋼管フォアパイリン

グを施工する工法の実施事例もある。覆工コンクリート

の構造面において、断面拡幅をする方法よりも、断面拡

幅しない方法の方が有利であると考えられる。 
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図－７ 解析結果（３Ｄ－σ）

(覆工地山側、最大主応力分布)
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